
「福島県再生可能エネルギー推進ビジョン2021」について
2022/４/18 環境部環境政策課

報告事項
「気候変動に関する政府間パネル(IPCC)」第６次評価報告書 第3作業部会報告書について

◆報告のポイント①

出典：環境省「 IPCC／第6次評価報告書 ／第３作業部会報告書の政策決定者向け要約（SPM）の概要」
＜ https://www.env.go.jp/press/files/AR6WG3_SPM.pdf＞

パリ協定に掲げる気温上昇を1.5度に抑えるためには、2025年までに温室効果

ガス排出量を減少に転じさせる必要がある。

＜ 各モデル経路による温室効果ガス排出量 ＞ 各国の現行施策方針では
2030年以降急速な緩和策が必要

＜ 再生可能エネルギー、EV向け蓄電池のコストと導入量 ＞

・化石燃料依存から、再生可能エネルギーへの転換が必要。

・再エネ、EV向け蓄電池は技術進歩によりコストが削減され、導入が加速している。

◆報告のポイント②

（２）IPCC 第６次評価報告書 第３作業部会報告書（概要）

（１） IPCCとは

◆世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）により、1988年に設立

◆ 2022年２月現在、195の国と地域が参加

◆ 気候変動に関する最新の科学的知見を評価し、各国政府に気候変動に関しての政策に

科学的な基礎を与える役割

「第６次報告書（最新）」
〇 2021年８月： 第１作業部会 報告書

〇 2022年２月： 第２作業部会 報告書

〇 2022年４月： 第３作業部会 報告書

2022年9月

統合報告書を作成予定

◆評価報告書：1990年より、数年おきに作成

現行の各国の施策方針による経路

気温上昇を２℃に抑制

するための経路

気温上昇を1.5℃に抑制

するための経路

実施済の政策からの傾向

2030
特に「太陽光」、「EV向け蓄電池」は大幅なコスト削減により導入が加速
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2025年までに
減少傾向に！
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（３）温室効果ガスの削減対策
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